
次期「北海道ＳＤＧｓ未来都市計画」（案）について

・ 保育料等の負担軽減や子どもの貧困
対策等の推進
・ 感染症の感染者の増加に備えた検
査・医療体制の充実強化、社会福祉
施設等における事業継続の確保

・ 大雨災害など気候変動の
影響への適応策の検討
・ 感染症への対応を踏まえた
防災対策の実施

・ 知床世界自然遺産など優れた自然
環境の保全や適正利用の促進
・ 公益的機能の発揮に配慮した森林
づくりの推進
・ 生態系や環境に配慮した川づくりの推進

・ 2050年までに道内温室効果ガ
ス排出量の実質ゼロを目指し、脱
炭素社会の実現に向けた取組を
推進
・ エネルギー地産地消の推進

・ スマート農業の実現に向けた新技術の
開発・普及の推進
・ 回遊魚に依存しない新たな増養殖へ
の挑戦と栽培対象種の生産回復
・ 新型コロナウイルス感染症により影響
を受けている農林水産業の維持・継続

・ 広域連携DMOを核とした持続可能
な観光地域づくりの推進
・ 道内７空港の一括民間委託を契
機とした航空ネットワークの充実
・ 感染症対策に配慮した域内交流
拡大の促進

・ 離島や小規模校などにおけるＩＣ
Ｔを活用した遠隔授業等の推進
・ 感染症対策を行いながら学びの
保障に向けた取組を推進

・ 「北海道型地域自
律圏」形成プロジェ
クトの推進
・ 地域交通の安定的
な確保

・ ウポポイ開設等を契機と
したアイヌ文化の発信
・ アイヌ伝統文化を活用
した取組の推進

経 済

～あらゆる人々が将来の安全・
安心を実感できる社会の形成～

～北海道の価値と強みを活かした
持続可能な経済成長～

環 境

～環境・エネルギー先進地
「北海道」の実現～

～未来を担う
人づくり～

～持続可能で個性あふれる
地域づくり～

安心の子育て環境、
医療・福祉基盤の整備 地域と未来を担う人づくり

世界の中で
輝きつづける
北海道

生物多様性の保全と豊かな自然
からの恵みの持続可能な利用

地域に所得と雇用を生み出す
攻めの農林水産業の確立

観光客受入体制の
飛躍的拡充

気候変動に対応した
地域防災力の向上

持続可能な
地域づくりの推進

アイヌ文化の発信等
の強化

・ 多様な人材の活躍促進や就業
環境改善など働き方改革の推進
・ 障がい者の一般就労への移行
促進や就労支援の充実・強化

障がい者等の就労機会を創出
する福祉・産業連携モデル構築

2021(令和3)年度～2023(令和5)年度

SDGsの推進に資する取組

計画期間現計画の内容を踏まえ、SDGｓ未来都市として、北海道価値を活かした広域的なSDGsの展開を具体化

社 会

資料２－４

推進体制

情報発信
普及展開性

道事業における情報発信
やセミナー等の開催

北海道SDGs推進ネットワーク
の活用

国や民間企業、
SDGs未来都市等との連携

SDGs出前講座の実施
SDGs推進人材バンクの運営

市町村におけるSDGs推進
モデルの作成・展開など

地域創生・地域
活性化への貢献

2030年のあるべき姿「世界の中で輝きつづける北海道」の実現に向け、本計画等に基づく取組を推進するとともに、
多様な主体や全道での取組の裾野の拡大を図り、SDGs未来都市として、SDGsの達成及び地域創生・地域活性化を推進

【各種計画への反映】
道の各種計画の策定・改定の際に

SDGsの要素を反映

【行政体内部の執行体制】
「北海道SDGs推進本部」の下、
全庁一丸となってSDGsを推進

【ステークホルダーとの連携】
・北海道SDGs推進ビジョンの推進

・北海道SDGs推進ネットワークの構築

【自律的好循環の形成】
・市町村SDGs推進モデルの展開
・地域金融機関等との連携

・現計画策定後の経済社会情勢の変化など（新型コロナウイルス感染症、カーボンニュートラルなど） 直近の課題への対応を反映
・国のフォーマット変更に対応し、自律的好循環の形成、地域創生・地域活性化への貢献などの記載を追加

2030年のあるべき姿

次期計画
の方向性

現計画からの
主な変更点

脱炭素型のライフスタイルへ
の転換やエネルギー自給・
地域循環システムの構築


